
 

平成 18 年 ４ 月期   個別財務諸表の概要            平成18年６月21日 

会   社   名  株式会社 テンポスバスターズ     上場取引所     ＪＱ 

コ ー ド 番 号  ２７５１               本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.tenpos.co.jp/） 

代   表   者  代表取締役社長  森下 篤史 

問 い 合 わ せ 先  取締役管理部長  森下 和光     ＴＥＬ（０３）３７３６－０３１９（代） 

決算取締役会開催日  平成18年６月21日          中間配当制度の有無  有 

配当支払開始予定日  平成18年７月26日          定時株主総会開催日  平成18年７月25日 

単元株制度採用の有無 無 

 

１．18年４月期の業績（平成17年５月１日～平成18年４月30日） 

(1) 経営成績                                  （百万円未満切り捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

18年４月期 

17年４月期 

百万円   ％

7,730   （10.5）

6,994   （15.3）

百万円   ％

476   （51.9）

313  （△ 13.3）

百万円   ％

484   （47.1）

329  （△ 14.8）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

18年４月期 

17年４月期 

百万円   ％ 

282   （66.6） 

169  （△ 14.1） 

円  銭

6,173 65 

3,579 59 

円  銭

―   

3,553 82 

％

17.6 

10.6 

％ 

19.2  

13.8  

％

6.3 

4.7 

（注）① 期中平均株式数    18年４月期 45,754 株   17年４月期 47,373 株 

② 会計処理の方法の変更 有 

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

18年４月期 

17年４月期 

円  銭

500 00 

300 00 

円  銭 

―   

―   

円  銭

500 00 

300 00 

百万円

22   

14   

％ 

8.1  

8.4  

％

1.4 

0.9 

（注）期末配当金の内訳   18年４月期 期末普通配当 500円   17年４月期 期末普通配当 300 円 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

18年４月期 

17年４月期 

百万円 

2,634    

2,415    

百万円

1,628   

1,578   

％ 

61.8  

65.3  

円   銭

35,909 79 

33,782 12 

（注）① 期末発行済株式数 18年４月期 45,347 株   17年４月期 46,712 株 

② 期末自己株式数  18年４月期  2,369 株   17年４月期  1,004 株 

 

２．平成19年４月期の業績予想（平成18年５月１日～平成19年４月30日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

4,214    

8,600    

百万円

269   

550   

百万円

155   

300   

円 銭

―  

――― 

円 銭 

――― 

600 00  

円 銭

――― 

600 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  6,615 円 65 銭 

 

－10－ 

※ 上記及び添付資料に記載した業績予想は、本資料の発表日現在における将来に関する前提、見通し及び計画に基づく

予想であり、リスクや不確実要素を含んだものであります。実際の業績は様々な要因により、これらの業務予想と異

なることがありますことをご承知おきください。 

※ 当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ので記載しておりません。 



 

１．個別財務諸表等

(1) 貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成17年４月30日） 
当事業年度 

（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  660,046  546,899

２．売掛金 ※３ 28,791  35,403

３．有価証券  79,812  ―

４．商品  806,993  915,680

５．製品  226,887  267,117

６．仕掛品  24,429  30,506

７．貯蔵品  555  354

８．前渡金  5,647  ―

９．前払費用  60,187  63,012

10．短期貸付金  ―  5,400

11．繰延税金資産  60,851  97,221

12．その他流動資産  1,995  474

貸倒引当金  ―  △ 127

流動資産合計  1,956,198 81.0  1,961,944 74.5

 

－  － 
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前事業年度 

（平成17年４月30日） 
当事業年度 

（平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産   

１．建物  120,694 131,162 

減価償却累計額  61,290 59,404 75,137 56,025

２．車両運搬具  19,305 16,510 

減価償却累計額  14,367 4,938 13,882 2,627

３．工具、器具及び備品  29,400 9,317 

減価償却累計額  24,917 4,482 7,737 1,580

有形固定資産合計  68,824 2.9  60,233 2.3

(2) 無形固定資産   

１．ソフトウェア  3,001  3,804

２．電話加入権  2,801  2,820

無形固定資産合計  5,802 0.2  6,625 0.2

(3) 投資その他の資産   

１．投資有価証券  ―  53,503

２．関係会社出資金  ―  200,000

３．関係会社株式  158,769  115,488

４．長期貸付金 ※３ 57,950  51,621

５．繰延税金資産  1,943  7,181

６．敷金・保証金  165,556  179,096

７．その他投資  23  147

貸倒引当金  ―  △ 995

投資その他の資産合計  384,243 15.9  606,041 23.0

固定資産合計  458,870 19.0  672,900 25.5

資産合計  2,415,069 100.0  2,634,844 100.0

   

 

 

－  － 
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前事業年度 

（平成17年４月30日） 
当事業年度 

（平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※３ 434,779  410,923

２．未払金  100,671  96,624

３．未払費用  61,829  78,557

４．未払法人税等  74,927  213,770

５．未払消費税等  35,279  23,757

６．前受金  9,246  7,672

７．預り金  9,607  11,362

８．賞与引当金  73,000  117,000

９．製品保証引当金  9,000  7,700

10．ポイント引当金  28,698  30,829

流動負債合計  837,038 34.7  998,196 37.9

Ⅱ 固定負債   

１．預り保証金  ―  8,247

固定負債合計  ― ―  8,247 0.3

負債合計  837,038 34.7  1,006,443 38.2

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※１ 509,125 21.1  509,125 19.3

Ⅱ 資本剰余金   

(1) 資本準備金  472,125 472,125 

資本剰余金合計  472,125 19.5  472,125 17.9

Ⅲ 利益剰余金   

(1) 利益準備金  2,221 2,221 

(2) 任意積立金   

１．別途積立金  500,000 700,000 

２．特別償却準備金  996 682 

(3) 当期未処分利益  281,253 350,023 

利益剰余金合計  784,471 32.5  1,052,927 40.0

Ⅳ 自己株式 ※２ △ 187,691 △ 7.8  △ 405,776 △ 15.4

資本合計  1,578,030 65.3  1,628,401 61.8

負債・資本合計  2,415,069 100.0  2,634,844 100.0

   

－  － 
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(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   

１．商品売上高 ※１ 5,909,515 6,504,216 

２．製品売上高  1,051,507 1,174,458 

３．受取手数料  33,168 6,994,191 100.0 52,030 7,730,706 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．商品売上原価   

(1) 期首商品たな卸高  818,253 807,193 

(2) 当期商品仕入高 ※１ 3,972,308 4,400,673 

小計  4,790,562 5,207,867 

(3) 他勘定振替高 ※２ 543 ― 

(4) 期末商品たな卸高  807,193 915,680 

商品売上原価  3,982,825 4,292,186 

２．製品売上原価   

(1) 期首製品たな卸高  202,160 227,287 

(2) 当期製品製造原価  658,701 653,406 

小計  860,862 880,694 

(3) 期末製品たな卸高  227,287 268,317 

製品売上原価  633,574 4,616,400 66.0 612,376 4,904,562 63.4

売上総利益  2,377,791 34.0  2,826,143 36.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 2,064,137 29.5  2,349,794 30.4

営業利益  313,654 4.5  476,348 6.2

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  836 669 

２．有価証券利息  8,678 370 

３．講演料  4,795 4,350 

４．自動販売機収入  2,668 2,598 

５．その他  1,253 18,231 0.2 2,923 10,913 0.1

   

 

－  － 
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前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  62 16 

２．新株発行費  496 180 

３．貸倒引当金繰入  ― 995 

４．その他  1,881 2,439 0.0 1,561 2,754 0.0

経常利益  329,446 4.7  484,507 6.3

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入 ※４ 1,252 ― 

２．関係会社株式売却益 ※６ ― 53,803 

３．製品保証引当金戻入 ※８ ― 1,252 0.0 1,300 55,103 0.7

Ⅶ 特別損失   

１．店舗閉鎖損失 ※５ 1,046 ― 

２．貸倒損失 ※７ 1,133 ― 

３．前期損益修正損 ※９ ― 4,391 

４．フロア改装費 ※10 ― 1,210 

５．関係会社株式評価損 ※11 ― 2,179 0.0 8,831 14,433 0.2

税引前当期純利益  328,519 4.7  525,177 6.8

法人税、住民税及び事業
税 

 162,378 284,316 

法人税等調整額  △ 3,436 158,942 2.3 △ 41,608 242,707 3.1

当期純利益  169,576 2.4  282,469 3.7

前期繰越利益  111,676  67,553

当期未処分利益  281,253  350,023

   

 

－  － 
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製造原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  215,885 32.9 205,938 31.2

Ⅱ 労務費  84,688 12.9 87,943 13.3

Ⅲ 経費 ※１ 355,746 54.2 365,601 55.5

当期総製造費用 ※２ 656,320 100.0 659,483 100.0

期首仕掛品たな卸高  26,810 24,429 

小計  683,130 683,912 

期末仕掛品たな卸高  24,429 30,506 

当期製品製造原価  658,701 653,406 

    

（注） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 
 

業務委託料 279,651千円

地代家賃 32,600千円

減価償却費 4,640千円
  

 
業務委託料 285,463千円

地代家賃 37,802千円

減価償却費 2,766千円
  

※２．当期総製造費用に含まれる引当金繰入額は次のと

おりであります。 

※２．当期総製造費用に含まれる引当金繰入額は次のと

おりであります。 
 

賞与引当金 3,580千円
  

 
賞与引当金 8,124千円

  
 ３．原価計算の方法  ３．原価計算の方法 

当社の原価計算の方法は、ロット別個別原価計算

を採用しております。 

同  左 

 

－  － 
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(3) キャッシュ・フロー計算書 

  
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
  至 平成17年４月30日） 

注記
番号

金額（千円） 区分 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  328,519 

減価償却費  25,077 

貸倒引当金の増加（△減少）額  △ 1,252 

賞与引当金の増加額  13,000 

製品保証引当金の増加（△減少）額  2,300 

ポイント引当金の増加額  8,499 

受取利息及び受取配当金  △ 836 

有価証券利息  △ 8,678 

雑収入  733 

支払利息  62 

新株発行費  496 

自己株式購入手数料  1,278 

店舗閉鎖損失  1,046 

売上債権の減少（△増加）額  11,960 

たな卸資産の増加額  △ 11,011 

その他債権の減少（△増加）額  25,798 

仕入債務の増加額  1,812 

未払消費税等の増加（△減少）額  21,965 

その他債務の増加額  54,617 

小計  475,387 

利息及び配当金の受取額  835 

有価証券利息受取額  9,863 

利息の支払額  △ 62 

法人税等の支払額  △ 205,796 

営業活動によるキャッシュ・フロー  280,228 

－  － 
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前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
  至 平成17年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

長期貸付金の回収による収入  28,685 

有価証券の取得による支出  △ 142,129 

有価証券の売却による収入  383,000 

関係会社株式の取得による支出  △ 31,562 

有形固定資産の取得による支出  △ 23,866 

敷金・保証金の預託による支出  △ 26,593 

敷金・保証金等の解約による回収  10,844 

その他投資の増加による支出  △ 23 

投資活動によるキャッシュ・フロー  198,354 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の購入による支出  △ 188,969 

短期借入れによる収入  50,000 

短期借入金の返済による支出  △ 50,000 

株式の発行による支出  △ 496 

配当金の支払額  △ 11,696 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 201,161 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加（△減少）額  277,421 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  382,625 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  660,046 

   

（注）当事業年度のキャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため記載しており

ません。 

 

 

－  － 
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(4) 利益処分計算書 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
当事業年度 

（株主総会承認予定日 
 平成18年７月25日）  平成17年７月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   281,253  350,023 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額  314 314 314 314 

合計   281,567  350,338 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  14,013  22,673  

２．任意積立金      

(1) 別途積立金  200,000 214,013 300,000 322,673 

Ⅳ 次期繰越利益   67,553  27,664 

      

 

（注）１株当たり配当金の内訳 
前事業年度 

（平成 17 年４月期） 
当事業年度 

（平成 18 年４月期）  
年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 300 00  ― 300 00 500 00 ― 500 00 

（内訳）       

普通配当 300 00  ― 300 00 500 00 ― 500 00 

 

－  － 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

(1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 償却原価法（定額法）を採用しており

ます。 

同  左 

 (2) 関連会社株式 (2) 関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

同  左 

 (3) その他有価証券 (3) その他有価証券 

 ① 時価のあるその他有価証券 ① 時価のあるその他有価証券 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

同  左 

 

 

 

 ② 時価のないその他有価証券 ② 時価のないその他有価証券 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同  左 

(1) 商品 (1) 商品 ２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

同  左 

 (2) 製品 (2) 製品 

 個別法による原価法を採用しておりま

す。 

同  左 

 (3) 仕掛品 (3) 仕掛品 

 個別法による原価法を採用しておりま

す。 

同  左 

 

 (4) 貯蔵品 (4) 貯蔵品 

 先入先出法による原価法を採用してお

ります。 

同  左 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法 定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

同  左 

 

 

  
建物 ３年～２０年 

工具、器具及び備品 ４年～１０年 
  

 

－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

 （会計処理方法の変更） （会計処理方法の変更） 

 従来、附属設備を除く建物についての

減価償却の方法は、定率法によっており

ましたが、当事業年度から資産管理事務

の合理化を図るため定額法に変更いたし

ました。この変更が経常利益及び税引前

当期純利益に与える影響は軽微でありま

す。 

従来、少額減価償却資産についての減

価償却の方法は３年均等償却によってお

りましたが、当事業年度から資産管理事

務の合理化と財務体質の健全化を図るた

め取得時の費用として処理する方法に変

更いたしました。この変更により、期首

の少額減価償却資産に係る帳簿価額

4,391千円を特別損失に計上いたしまし

た。この結果従来の方法によった場合に

比べて、経常利益は719千円増加し、税引

当期純利益は3,672千円減少しておりま

す。 

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）による定

額法を採用しております。 

同  左 

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 (1) 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

同  左 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同  左 

 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、会社

所定の計算方法による支給見込額のう

ち、当期負担額を計上しております。 

同  左 

 (3) 製品保証引当金 (3) 製品保証引当金 

 製品引渡後の保証期間内の補修費用の

支出に備えるため、過去の実績に基づき

当期の売上高に対応する発生見込額を計

上しております。 

同  左 

 

 

 

 (4) ポイント引当金 (4) ポイント引当金 

 将来の「テンポスメンバーズカード」

の使用による費用発生に備えるため、使

用実績率に基づき、翌期以降に利用され

ると見込まれるポイントに対し見積り額

を計上しております。なお、当該引当金

は商法施行規則第43条に規定する引当金

であります。 

将来の「テンポスメンバーズカード」

の使用による費用発生に備えるため、使

用実績率に基づき、翌期以降に利用され

ると見込まれるポイントに対し見積り額

を計上しております。 

－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

― 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 ７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

税抜方式によっております。 同  左 

 

（会計処理方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 至 平成17年４月30日） 

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

 

（追加情報） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 至 平成17年４月30日） 

― 「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

この結果、販売費及び一般管理費が11,322千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が11,322千円

減少しております。 

 

－  － 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年４月30日） 

当事業年度 
（平成18年４月30日） 

※１.授権株式数及び発行済株式総数 ※１.授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数    普通株式 95,432株

発行済株式総数  普通株式 47,716株
  

  
授権株式数    普通株式 95,432株

発行済株式総数  普通株式 47,716株
  

※２.自己株式 ※２.自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,004株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

2,369株であります。 

※３.関係会社項目 ※３.関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。 

（固定資産） （流動資産） 
  

長期貸付金 56,330千円
  

  
売掛金 25,007千円

  
（流動負債） （流動負債） 

  
買掛金 24,613千円

  

  
買掛金 22,073千円

  
 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 

至 平成17年４月30日） 至 平成18年４月30日） 

※１.関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。 

※１.関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。 
  

関係会社への売上高 215,242千円

関係会社よりの仕入高 285,453千円
  

  
関係会社への売上高 374,382千円

関係会社よりの仕入高 246,220千円
  

※２.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ― 
  

雑損失勘定への振替高 543千円

計 543千円
  

    

※３.販売費に属する費用のおおよその割合は11％、一般

管理費に属するおおよその割合は89％であります。

※３.販売費に属する費用のおおよその割合は９％、一般

管理費に属するおおよその割合は91％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
  

荷造発送費 28,585千円

給料手当及び諸手当 750,043 

地代家賃 642,983 

貸倒引当金繰入額 ― 

賞与引当金繰入額 66,820 

製品保証引当金繰入額 

ポイント引当金繰入額 

2,300 

63,121 

減価償却費 20,437 
  

  
給料手当及び諸手当 874,193千円

地代家賃 692,669 

貸倒引当金繰入額 127 

賞与引当金繰入額 117,000 

ポイント引当金繰入額 67,318 

減価償却費 18,405 
  

※４.取引先と係争状態にあった債権が和解勧告を受け

債権額が確定したことにより、前事業年度までに

計上していた引当金が一部過大計上となったこと

による戻入であります。 

 

 

 

― 

－  － 
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前事業年度 
（自 平成16年５月１日 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 

至 平成17年４月30日） 至 平成18年４月30日） 

※５.店舗閉鎖損失の内訳 ― 
 

建物除却損 1,046千円
  

   

― ※６.関連会社との関係が一部希薄化したため、関係会社

株式の一部を売却したものであります。 

※７.滞留債権先が倒産したことによる貸倒損失であり

ます。 

― 

― ※８.修繕率の改善により、前事業年度に計上していた引

当金が一部過大計上となったことによる戻入であ

ります。 

― ※９.少額減価償却資産についての会計処理方法の変更

を行ったことによるものであります。 

― ※10.春日井店の４階フロアを閉鎖したことによる改装

費であります。 

― ※11.関係会社の経営状態が悪化したため評価損を計上

したものであります。 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
  

（平成17年４月30日現在）

現金及び預金勘定 660,046千円

現金及び現金同等物 660,046千円
  
 

－  － 
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（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成 16 年５月１日 至 平成 17 年４月 30 日） 

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成 17 年５月１日 至 平成 18 年４月 30 日） 

当社は、リース取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成 17 年４月 30 日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前事業年度（平成17年４月30日） 

 種類 
貸借対照表計
上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

79,812 79,967 154(2) 社債 

(3) その他 ― ― ―

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の 

79,812 79,967 154小計 

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

時価が貸借対照表
計上額を超えない
もの 

小計 ― ― ―

79,812 79,967合   計 154

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度（平成17年４月30日） 

 種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

小計 ― ― ―

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 

小計 ― ― ―

合   計 ― ― ―

 

－  － 
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度 
（平成17年４月30日） 

 

貸借対照表計上額（千円） 

(1) 関連会社株式 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 158,591

(2) 満期保有目的の債券 

非上場外国債券 ―

(3) その他有価証券 

177非上場ワラント 

 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

前事業年度（平成17年４月30日） 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円）

５年超10年
以内 
（千円）

10年超 
（千円）

１．債券  

(1) 国債・地方債等 ― ― ― ―

(2) 社債 79,812 ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ―

２．その他 ― ― ― ―

合  計 79,812 ― ― ―

 

当事業年度（平成 18 年４月 30 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成 16 年５月１日 至 平成 17 年４月 30 日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成 16 年５月１日 至 平成 17 年４月 30 日） 

当社は、退職金制度がないため、該当する事項はありません。 

－  － 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 当事業年度 
 

（平成17年４月30日） （平成18年４月30日）

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （千円） （千円）

繰延税金資産  

賞与引当金繰入限度超過額 29,703 47,607

未払事業所税否認 12,244 14,145

未払事業税否認 2,115 15,496

製品保証引当金否認 3,662 3,133

ポイント引当金否認 11,677 12,544

礼金否認 1,891 1,110

関係会社株式評価損否認 ― 3,593

その他 1,968 7,024

繰延税金資産計 63,262 104,655

繰延税金負債  

特別償却準備金 △ 468 △ 252

繰延税金負債計 △ 468 △ 252

繰延税金資産の純額 62,794 104,403

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
差異の原因となった主な項目別の内訳 

（％） （％）

法定実効税率 40.69 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.04 0.02

留保金課税 3.91 5.01

住民税均等割 2.05 0.58

その他 1.69 △ 0.09

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.38 46.21

  

 

－  － 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成 16 年５月１日 至 平成 17 年４月 30 日） 

子会社等 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所
資本金 
(千円) 

事業の 
内容 
または
職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 役員の

兼任等
事業上 
の関係 

取引の 
内容 
(注)３ 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

関連 
会社 

株式会社 
テンポス 

ファイナンス
(注)１ 

東京都
大田区

10,548 
リース 
仲介業 

(所有) 
直接15.1%

兼任１人

リース・クレ
ジットの仲
介及び取り
まとめ 

売上 
業務委託
貸付利息

299,198 
95 
734 

貸付金 
売掛金 
その他 
流動資産 

56,330
18,937

281

関連 
会社 

株式会社 
オフィス 
バスターズ 
(注)２ 

東京都
新宿区

30,000 小売業 
(所有) 

直接39.0%
兼任２人

中古事務機
器の販売

売上 
建物賃借
水光熱 
仕入 

業務委託
備品 

12 
3,600 
239 

259,340 
1,099 
651 

買掛金 24,613
売掛金 337

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．株式会社テンポスファイナンスは、当社役員森下 篤史が代表取締役を務める会社であり、同社との取

引は、役員が第三者のために行う取引にも該当しております。 

２．株式会社オフィスバスターズは、当社役員川原 史敬及び阿部 孝善が社外取締役を務める会社であり、

同社との取引は、役員が第三者のために行う取引にも該当しております。 

３．商製品の購入、販売及び業務委託については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定してお

ります。資金の貸付及び利息の受取については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

建物の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

４．上記金額のうち、取引金額及び貸付金期末残高には消費税が含まれておらず、貸付金以外の期末残高に

は消費税が含まれております。 

 

－  － 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 

至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

 
１株当たり純資産額 33,782.12 円 

１株当たり当期純利益 3,579.59 円 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

3,553.82 円 

  

 
１株当たり純資産額 35,909.79 円 

１株当たり当期純利益 6,173.65 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないので

記載しておりません。 
当社は、平成16年６月18日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 

 
１株当たり純資産額 33,700.93 円 

１株当たり当期純利益 4,137.80 円 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

4,136.11 円 

  

 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
前事業年度 

（自 平成16年５月１日 
 至 平成17年４月30日）

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
 至 平成18年４月30日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 169,576 282,469 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 169,576 282,469 

期中平均株式数（株） 47,373 45,754 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加額（株） 0.78 ― 

（うち新株予約権） （0.78） （―）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類 
―

（新株予約権の個数844個） 

 

－  － 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 

至 平成17年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

１．新株予約権（ストックオプション）の発行について

平成17年６月24日開催の取締役会決議及び平成17年

７月28日開催予定の定時株主総会決議で承認可決され

ることを条件に、商法280条ノ20及び商法280条ノ21の規

定に基づく新株予約権の発行（ストックオプション）を

行います。 

・新株予約権の割当の方法 

(1) 発行理由 

当社の業績向上に対する意欲や士気を一層高める

とともに、人材育成、企業価値の増大を図ることを目

的とし、特に有利な条件で発行します。 

(2) 割当を受ける者 

当社の取締役、監査役及び従業員 

・新株予約権の発行の要領 

① 新株予約権の数      840個を上限とします。

② 新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式

③ 新株予約権の目的となる株式の数 

840株を上限とします。

④ 新株予約権の発行価額      無償とします。

⑤ 新株予約権の行使時の払込金額 

360,000 円とします。ただし、その金額が新株予

約権を発行する日の最終価格（当該日に取引が成立

しない場合には、それに先立つ直近日の最終価格）

を下回る場合は、当該最終価格とします。 

⑥ 新株予約権の行使期間 

平成21年７月29日から平成24年７月28日まで 

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

未定 

１．株式取得による会社等の買収（子会社化）について

平成18年５月18日開催の取締役会の決議に基づき、平

成18年６月１日に第三者割当増資並びに当社大株主で

ある有限会社あさしおからの株式譲渡を受け、株式会社

ハマケン（横浜市泉区、代表取締役清水 博美）を子会

社といたしました。 

 

子会社の内容は以下のとおりであります。 

名  称：株式会社ハマケン 

事業内容：内装工事の施工 

規  模：売 上 高 1,957,590 千円（平成17年 

８月期） 

資 本 金   13,400 千円（買収前） 

従業員数     50 名 （買収前） 

目  的：内装工事事業の強化のため 

取得株数：   40,000 株 （第三者割当増資） 

560 株 （株式譲渡） 

取得価額：  100,000 千円（第三者割当増資） 

1,400 千円（株式譲渡） 

持分比率：当社  88.9 ％ 

 

なお、平成18年５月19日には株式会社テンポハンズ

（横浜市戸塚区、代表取締役柴田 徹）を設立し、株式

会社ハマケンの中古厨房機器の販売店３店舗及び商品

管理センター１店舗の営業譲渡を受けております。（現

時点においてこれは、当社グループの財政状態及び経営

成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性

が乏しいと判断しております。） 

 

－  － 
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２．役員の異動 

(1) 役員の異動 

① 退任取締役（平成 18 年４月 30 日付） 

取締役新規開発事業部長 兼 執行役員   竹原 和行 

 

② 新任監査役候補（平成 18 年７月 25 日予定） 

（常勤）社外監査役           桶谷 吉隆（現 顧問） 

 

② 退任予定監査役（平成 18 年７月 25 日予定） 

社外監査役               小国 博明 

 

④ 新任補欠監査役候補（平成 18 年７月 25 日予定） 

社外監査役               平間 律子（現 ベースシステム株式会社 代表取締役副社長） 

 

３．その他 

該当事項はありません。 

 

以  上 

－  － 
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